
令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び内部検証について

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付
事業費【事業費】

健康福祉部
社会福祉課

①新型コロナウイルスの感染拡大に伴う原油価格・物
価高騰は低所得世帯には影響が大きい。そのため、令
和5年度の住民税非課税世帯に対し1世帯当たり3万円
の給付により支援を行う。
②給付金
③対象者2,310世帯×30千円＝69,300千円
④市民（令和5年度の住民税非課税世帯2,310世帯）

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 69,300,000 69,300,000 69,300,000
コロナ禍におけるエネルギー・食料品等価格高騰により生活に
影響を受ける低所得世帯の負担軽減に寄与した。

2
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付
事業費【事務費】

健康福祉部
社会福祉課

①新型コロナウイルスの感染拡大に伴う原油価格・物
価高騰は低所得世帯には影響が大きい。そのため、令
和5年度の住民税非課税世帯に対し1世帯当たり3万円
の給付により支援を行う。
②事務費
③事務費（印刷製本費、郵券料等）4,785,864円
　うち、人件費（短時間勤務会計年度職員の期末手当
等）511,580円
　（任期の定めのない常勤職員の給与を除く）
④市民（令和５年度の住民税非課税世帯2,310世帯）

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 4,785,864 4,785,000 4,785,000 864
コロナ渦におけるエネルギー・食料品等価格高騰により生活に
影響を受ける低所得世帯の負担軽減に寄与した。

7 自治体ＤＸ推進事業
経営企画部
デジタルファースト課

①新型コロナウイルス感染症拡大および物価の高騰に
より落ち込んだ消費を底上げし、市内経済の立て直し
を早期に行うため、デジタルクーポンによる経済の循
環を市、市民、事業者間が円滑に行う必要がある。そ
のため、全市民にデジタルクーポンを付与したQRコー
ドが印字されたカードを製作する。
②事業費
③・印刷物作成等委託料　3,701千円（ポイントカー
ド作成費）
・台帳整備委託料　200千円（利用者名簿管理）
・チラシ等住民対応　491千円
④市民等

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 4,392,053 4,392,000 4,392,000 53 地域経済の活性化、市民生活支援、事業者及び消費者における
キャッシュレス決済の導入・定着に寄与した。

8 商工振興事業費【重点交付金分】
産業環境部
商工観光課

①新型コロナウィルス感染症および物価高騰の影響に
より市内経済は依然として深刻な状況にあることか
ら、消費の底上げによる市内経済の立て直しと市民の
デジタル意識の向上を図ることを目的に、全市民に対
してデジタルクーポンを配布する。市民１人あたりの
配布額面は5,000円とする。
②デジタルクーポン関連経費
③補助額104,556,338円（対象21,849人）
（うち重点分総事業費103,256,338円充当額22,270千
円）
④市民等

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 103,256,338 22,270,000 22,270,000 80,986,338
デジタルクーポン利用により、新型コロナウイルス感染症によ
り低迷した地域経済の回復に寄与した。

12 大学生等ふるさと産品給付事業費
市民生活部
やぶぐらし・地方創生課

①養父市民に扶養され、大学等に在学している学生に
対し、養父市産品を給付することで、新型コロナウイ
ルス感染症や社会情勢に伴う物価高騰下での学生生活
を支援するとともに、ふるさと意識醸成を図る。
③事業運営委託料 2,624千円
　（8千円×328人）
④市内出身の大学生等

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 2,624,000 2,624,000 2,624,000
コロナ禍の物価高騰等による学生の食材調達への影響を抑え、
生活支援に寄与した。

13 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費
こども・夢・えがお部
子育て応援課

①新型コロナ感染拡大に伴う食費等の物価高騰に直面
し、影響を受ける低所得の「ひとり親世帯」の生活を
支援する観点から、児童一人あたり一律5万円の子育
て世帯生活支援特別給付金を支給する。
②給付金、事務費
③事業費2,500千円
　（給付金50千円×43世帯）
④市民（ひとり親世帯分のうち、国事業の対象外とな
る世帯）

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 2,150,000 2,150,000 2,150,000 ひとり親世帯の金銭的負担の軽減に寄与した。

16 畜産対策振興対策事業費
産業環境部
農林振興課

①新型コロナウイルス感染症等の社会情勢変化 に伴
う畜産飼料等の価格高騰が続いており、高騰分を乳価
に反映しづらい酪農家の経営に著しい影響を与えてい
る。酪農を今後も継続できるよう緊急支援対策を講
じ、経営の安定化を図る。
②補助金
③1頭当たりの補助金50千円×215頭
④市内の畜産（酪農）農家4件

④-Ⅲ．新たな価格体
系への適応の円滑化
に向けた中小企業対
策等

R5.7.10 R6.3.31 10,750,000 10,750,000 10,750,000 畜産農家の経営負担の軽減に寄与できた。

17 老人福祉一般事業費
健康福祉部
介護保険課

①新型コロナウイルス感染症等の社会情勢変化に伴う
物価高騰の影響から、介護保険・障害福祉サービスの
提供にかかる光熱費等が上昇し、事業所の運営が厳し
い状況にある。入所・通所及び訪問系事業者に対し一
定の補助を行い、安定的なサービス提供を確保する。
②事業者への補助金
③9,399千円（市内15事業所）
④市内の介護福祉事業所

④-Ⅰ．原油価格高騰
対策

R5.7.1 R6.3.31 9,399,000 9,399,000 9,399,000
原油価格や物価の急激な高騰の影響を受けた事業所の安定した
福祉サービスの提供維持に寄与できた。

18 環境衛生一般事業費
産業環境部
環境推進課

①省エネ性能の高い家電への買換えを促進すること
で、家庭におけるエネルギー費用負担の軽減を目指
し、エネルギー等物価高騰の影響を受けている市民生
活を支援する。あわせて地球温暖化対策を推進する。
②補助金、事務費
③省エネ家電買換促進事業補助金　45,870,000円
（1106世帯）
　事務補助員報酬等事務費　　1,581,146円
④市民（省エネ家電購入者）

⑤-Ⅳ-１．ウィズコ
ロナ下での感染症対
応の強化

R5.7.5 R6.3.31 47,451,146 47,451,000 47,451,000 146
市民のエネルギー費用負担の軽減と、二酸化炭素排出量の削減
に寄与でき、市民の脱炭素意識の醸成にもつながった。

19 交通対策事業費
まち整備部
土地利用未来課

①　兵庫デスティネーションキャンペーン中、JR八鹿
駅に到着する特急便もしくは高速バス便の利用者に対
し、市内での映画ロケ時に好評を博した弁当を提供
し、公共交通利用の促進を図る。また、定額観光タク
シー等を通じた市内観光周遊の機会を設け、観光リ
ピーターの獲得を図る。こうした取り組みを通じて観
光客の増加を促進し、新型コロナウイルス感染症およ
び物価高騰で打撃を受けた市内経済の振興を目指す。
②事業費
③委託費383,999円、ノベルティ代76,500円
④養父市内観光関連業者

④-Ⅲ．新たな価格体
系への適応の円滑化
に向けた中小企業対
策等

R5.7.10 R5.11.30 460,499 460,000 460,000 499
コロナ禍で低迷した観光産業において、観光誘客と公共交通利
用促進に寄与できた。

21 地域医療推進事業費
健康福祉部
健康医療課

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴う原油価格・物
価高騰等の影響を受けている医療機関等の負担を軽減
し、安定的な医療サービスの提供を継続できるよう支
援する。
②給付費7,000千円
③・病院・診療所13件×200千円＝2,600千円　・歯科
診療所 7件×150千円＝1,050千円　・薬局14件×150
千円＝2,100千円　・施術所（受領委任・償還払対
応）3件×150千円＝450千円　・施術所（上記以外の
施術所）3件×100千円＝300千円　・訪問看護ステー
ション1件×100千円＝100千円　・歯科技工所4件×
100千円＝400千円
④市内の医療機関等

④-Ⅰ．原油価格高騰
対策

R5.7.1 R6.3.31 7,000,000 7,000,000 7,000,000 原油価格や物価の急激な高騰の影響を受けた医療機関の安定し
た医療サービスの提供の維持に寄与できた。

22 母子保健事業費
こども・夢・えがお部
子育て応援課

①妊婦に対して給付金を交付し、妊娠出産に係る経費
の負担軽減を図り、物価高騰や新型コロナウイルス感
染症蔓延の社会情勢下でも安心して出産・子育てがで
きるよう支援する。
②扶助費
③94件×20千円＝1,880千円
④令和５年度内に妊娠の届出をした市民

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.7.1 R6.3.31 1,880,000 1,720,000 1,720,000 160,000
妊婦に対し給付金を給付することで妊娠・出産時における費用
負担の軽減に寄与できた。

23 商工振興事業費【通常交付金分】
産業環境部
商工観光課

①新型コロナウィルス感染症および物価高騰の影響に
より市内経済は依然として深刻な状況にあることか
ら、消費の底上げによる市内経済の立て直しと市民の
デジタル意識の向上を図ることを目的に、全市民に対
してデジタルクーポンを配布する。市民１人あたりの
配布額面は5,000円とする。
②デジタルクーポン関連経費
③104,556,338円（対象21,849人）
（うち通常交付金分総事業費1,300千円、充当額1,300
千円）
④市民等

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等
への支援

R5.4.1 R6.3.31 1,300,000 1,300,000 1,300,000
デジタルクーポン利用により、地域における消費の喚起・下支
えしたことで、新型コロナウイルス感染症により低迷した地域
経済の回復に寄与した。

交付金対象事業の名称実施計画番号 事業実施による効果
総事業費
（Ａ）

補助対象事業費
補助対象
外経費
（Ａ）－
（Ｂ）

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③実績（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

所管 経済対策との関係 事業始期 事業終期


